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趣　　旨

２ 事業概要

建設交通－ １

生活・交通基盤整備

安心・安全基盤整備

　
　▶　大規模な浸水、土砂災害等による被害の防止・軽減
　　鴨川[京都市]、松室[京都市]、防賀川[京田辺市]、
    煤谷川[精華町]、桂川[亀岡市・南丹市]、高野川[舞鶴市]、
　　弘法川[福知山市]、小西川[京丹後市]　　　　　　　ほか

　▶　いろは呑龍トンネルによる雨水対策の推進

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
監　　理　　課 経　　理　　係 075-414-5178

事業内容

目　的
対　象
方法等

15,848,054千円
うち当初: 8,083,054千円、２月補正:7,765,000千円

　京都府総合計画に定めている、「『８つのビジョン』を支える人・
物・情報・日々の生活の基盤づくり」等を着実に推進

43,160,130千円
うち当初:33,461,130千円、２月補正:9,699,000千円

　▶　物流ネットワーク強化として、高規格道路へのアクセス道路
   の整備
　　国道312号（大宮峰山インター線）[京丹後市]
　　山城総合運動公園城陽線（城陽橋）[城陽市]　　　　ほか
　
　▶　観光周遊・地域間交流の促進を図る道路ネットワークの整備
　　国道163号（有市）［笠置町］
　　国道423号（法貴バイパス）[亀岡市]
　　国道429号（榎峠バイパス）[福知山市]
　　綾部宮島線（肱谷バイパス）［南丹市］　　　　　　ほか

　▶　持続可能で暮らしやすいまちづくりの推進
　　向日台団地[向日市]
　　木津川運動公園[城陽市]
　　丹波自然運動公園[京丹波町]
　　（都）御陵山崎線[向日市・長岡京市]　　　　　　　ほか

  ▶　京都舞鶴港における物流基盤整備の推進
　
  ▶　府営水道事業及び流域下水道事業の推進
　  管路、浄水場施設及び下水処理施設の更新・耐震化

１

予 算 額
59,008,184千円 国　庫 起　債 その他 一般財源

うち当初：41,544,184千円
２月補正：17,464,000千円

24,807,878 31,473,000 2,564,297 163,009

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名 公共事業費 新規・
継続の別

継　続
建設交通部関係建設交通部関係建設交通部関係建設交通部関係



趣　　旨

２ 事業概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

防災基盤整備 4,872,725千円

地域密着型基盤整備 9,274,534千円

インフラ長寿命化対策 3,952,741千円

　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ソフト・ハード対策を
最適に組み合わせながら重点実施

　▶　ソフト対策
　　　土砂災害警戒情報システムや河川防災情報システムの運用　　ほか
　▶　ハード対策
　　　天井川対策の推進、河川管理施設の機能向上、避難所等の防災拠点
　　の保全　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

緊急自然災害対策事業費

緊急浚渫推進事業費

（1,125,000千円）

（1,193,000千円）

安心して暮らせる地域をつくるため、災害発生を予防、被害拡
大を防止する防災基盤を緊急的に整備

河川や砂防設備において、土砂堆積状況や人家への危険度に応
じた対策の優先度が高い箇所を選定し、浚渫を実施

　橋りょう、舗装、砂防施設の予防補修を実施

府民協働型インフラ保全 府民からの提案による安心・安全整備及びインフラ長寿命化対
策を実施事業費（2,900,000千円）

建設交通－ ２

　府民生活や地域の安心・安全の確保に繋がる、きめ細やかな小規模改良事業を
実施

　▶　道路、橋りょう、公園の維持修繕　　　　　　　 　　ほか
　▶　河川の護岸補修　　　　　　　　　　　　　　　 　　ほか

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
監　　理　　課 経　　理　　係 075-414-5178

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名
新規・
継続の別

継　続 単独公共事業費

18,100,000千円
その他

事業内容

目　的
対　象
方法等

予 算 額
国　庫 起　債

１

　府民の暮らしの安心・安全を守るための防災基盤整備、橋りょう等
社会インフラの計画的な予防補修、きめ細やかな小規模改良事業の実
施に加え、河川における維持管理上重要な箇所の浚渫を推進

一般財源

- 16,937,000 563,746 599,254

建設交通部関係建設交通部関係



趣　　旨

２ 事業概要

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名

警 察 本 部

継　続
新規・
継続の別【一部再掲】

府民協働型インフラ保全事業費
緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費

１

予 算 額
国　庫

4,293,000千円
一般財源

- 4,152,000 - 141,000

起　債 その他

（２）緊急浚渫推進事業費【②、③】　　　　 　 　1,193,000千円
　　　河川や砂防設備において、土砂堆積状況や人家への危険度に
　　応じた対策の優先度が高い箇所を選定し、浚渫を実施

担 当 課
・

担 当 名

　　　①指 導 検 査 課
課・担当

電話番号

075-414-5228
　　　②河　　川　　課

調 整 係

交 通 規 制 課 渉 外 係
事 業 係
整 備 係

建設交通－ ３

075-414-5285
　　　③砂　　防　　課 075-414-5319
　　　④警　察　本　部 (代)075-451-9111(5191)

事業内容

建設交通部

（１）インフラの長寿命化やきめ細やかな地域づくりに活かすため、
　　劣化箇所の報告や、身近な安心・安全につながる提案を府民から
　　募集し、府民協働によるインフラ保全を推進（安心・安全基盤整
　　備、インフラ長寿命化対策）

（２）全国各地で河川氾濫等による大規模な浸水被害等が発生したこ
　　とから、維持管理上重要な箇所の浚渫を推進

（１）府民協働型インフラ保全事業費【①、④】　　3,100,000千円

200,000

道路側溝の整備
歩道の段差解消
道路舗装の補修
河川護岸の補修
道路法面等の補修　他

事業内容 予算額

2,900,000

信号機の新設及び改良
道路標識・道路標示の設置及び補修 他

警察本部

所管
目　的
対　象
方法等



趣　　旨

２ 事業概要

　　

事業内容

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名 建設ＤＸ促進事業費 新規・
継続の別

継続（一部新規）

起　債

（１）インフラの施設整備及び管理業務の効率化推進    49,070千円
                    　　　　　　　　　　　　　　 　【一部新規】
　　　インフラデータ等を受発注者間で共有する新たなシステムの導
　　入や、受注者に遠隔臨場のためのウェアラブルカメラを貸出すこ
　　とで、現地調査等の縮減といった業務効率化を推進
　
（２）府内企業のＩＣＴ活用工事の普及拡大支援　　　 　　880千円
　　　建設事業者に対しＩＣＴ活用工事の研修等を実施するとともに
　　産学官連携の「建設ＤＸ推進プラットフォーム」により、ＩＣＴ
　　活用等に係る課題や先進的取組の情報共有等を行い、ＩＣＴ活用
　　工事の普及拡大を支援

（３）行政手続のデジタル化推進　　　　　　　　　 　　4,600千円
　　　建設業許可及び経営事項審査に係る「電子申請システム」によ
    り申請者の手続の効率化を推進

　 建設分野における生産性向上に向けてインフラの施設整備及び管
 理業務の効率化を推進するとともに、府内企業のＩＣＴ活用工事の
 普及拡大を支援

目　的
対　象
方法等

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

その他

１

予 算 額
国　庫

54,550千円
一般財源

- - 4,600 49,950

建設交通－ ４

075-414-5225指　導　検　査　課 調　　整　　係



趣　　旨

２ 事業概要

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業内容

目　的
対　象
方法等

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名 建設業人材確保対策支援事業費 新規・
継続の別

継　続

１

予 算 額
国　庫

200,000千円
一般財源

200,000 - - -

起　債 その他

　物価高騰、人手不足等様々な影響を受けている事業者の事業継続を
図るため、事業者が実施する生産性向上に向けた取組等を支援

課・担当

電話番号
075-414-5225

  建設業者等が行う生産性向上や労働者の処遇改善につながる取組を
支援

建設交通－ ５

担 当 課
・

担 当 名
調 整 係指　導　検　査　課

（２月補正 200,000千円）

補助率

2/3（上限：300万円） 1/2（上限：50万円）
※労働者の処遇改善を実施する
  企業
※実施しない場合は1/2
　（上限：200万円）

対 象 者 京都府内の建設業者等（中小企業に限る）

対象経費

「工事現場」の生産性向上に資す
る取組に係る経費

【取組例】
・IＣＴ建設機械、測量機器等の
導入

「バックオフィス」の生産性向上
に資する取組に係る経費

【取組例】
・ＤＸ人材育成等に係る研修費
・管理体制のデジタル化経費等



趣　　旨

２ 事業概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名 地籍調査事業費 新規・
継続の別

継　続

目　的
対　象
方法等

（１）地籍調査推進事業費　        　　　　 　　　292,000千円
　　　激甚化・頻発化する自然災害への対応力を高め、公共事業と
　　の連携を図るため市町村が実施する地籍調査事業に対し経費の
　　一部を補助

（２）リモートセンシング活用型推進事業費　　　 　 31,000千円
　　　市町村が実施する地籍調査事業を推進するため、土砂災害警
    戒区域など緊急性の高い防災区域から府が箇所を選定し、ＩＣ
    Ｔを活用した測量を実施

１

予 算 額
国　庫

323,000千円

事業内容

　土地の境界や面積、所有者など土地の基礎的情報（地籍）を明確
にするため、市町村が実施する地籍調査を支援

一般財源

210,000 - - 113,000

起　債 その他

課・担当

電話番号
用　地　課 取 得 推 進 係 075-414-5236

建設交通－ ６

担 当 課
・

担 当 名



趣　　旨

２ 事業概要

１　鉄道輸送の安全・安定性確保のための取組への支援

（１）地域公共交通再構築事業費　　　　　　 　　　680,684千円
　　　社会資本整備総合交付金を活用した地域公共交通ネットワークの再構築の
　　ための設備整備等への支援

（２）鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費　　　 　　203,000千円
　　　地域鉄道事業者が実施する安全性向上のための設備整備等への支援

１

2,009,946 千円

　住民の豊かな暮らしを支える「生活の足」として不可欠な地域交通の運行を
維持・確保するため、利用促進とともに利便性向上や安全確保に係る取組を支援

起　債 その他 一般財源

555,000
予 算 額

国　庫

712,842 - 742,104

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名 地域交通総合対策費 新規・
継続の別

継続（一部新規）

建設交通－ ７

課・担当

電話番号
075-414-4359

事業内容

目　的
対　象
方法等

（３）北近畿タンゴ鉄道支援費　　　　　　　　 　　360,758千円
　　　鉄道施設の維持管理費等への支援

（２）地域モビリティサービス実証支援費　　　 　 　16,000千円
　　　自家用有償旅客運送等をはじめとした地域のあらゆる輸送資源や新技術を
　　活用した地域公共交通確保のための取組を支援

担 当 課
・

担 当 名
交 通 政 策 課 企　　画　　係

（５）地域公共交通計画推進支援事業費等　　　   　　5,350千円
　　　地域公共交通の将来像等を位置付けた計画の推進及び計画に基づく交通再
　　編や効果検証への支援

（４）鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業費　　 　 20,000千円
　　　鉄道事業者が実施する鉄道駅のバリアフリー化事業への支援

２　地域交通の維持・確保のための取組への支援

（４）生活交通ネットワーク構築支援費　　　　  　 368,154千円
　　　生活交通バスの路線維持費への支援

（１）公共交通人材確保対策事業費【一部新規】　 　290,000千円
　　　地域公共交通事業者等が実施する労働環境改善等に資する整備や人材確保
　　のための各種取組に加え、住宅確保の取組を新たに支援

（３）地域公共交通利用促進事業費　　　　　　 　 　66,000千円
　　　地域と連携したイベント列車の運行及びMaaSアプリの活用等による利用促
　　進事業への支援

（うち２月補正 1,203,000千円）



趣　　旨

２ 事業概要

（１）大規模災害発生時の対応力の強化(1,798,136千円)

（２） 防災・減災基盤づくり（30,921,628千円）

ア　総合的な治水対策（17,102,587千円）
(ｱ) 河川改修

(ｲ) 貯留施設整備
＜下　水＞いろは呑龍トンネル（京都市、向日市、長岡京市）【⑪】
＜ため池＞横輪池（亀岡市）等【⑤】　ほか

(ｳ) 災害に備える環境整備
　緊急浚渫推進事業費等【⑧、⑨】　ほか

イ　土砂災害対策（4,001,692千円）
＜砂　防＞松室（京都市）、平地川（与謝野町）等【⑨】　ほか

ウ　森林災害対策（2,788,334千円)
流木被害の未然防止対策の推進等【⑥、⑦】

エ　地震災害対策（5,819,413千円）
住宅や緊急輸送道路沿道建築物の耐震化支援などの重点実施【⑩】　ほか

オ　原子力災害対策（1,209,602千円）

　
　　

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪

担 当 課
・

担 当 名

075-414-4472

075-414-5349

課・担当

電話番号

危 機 管 理 総 務 課

原 子 力 防 災 課

河 川 課
砂 防 課
建 築 指 導 課

危 機 管 理 部

健 康 福 祉 部
農 林 水 産 部

建 設 交 通 部

地 域 福 祉 推 進 課

075-414-4468
災 害 対 策 課

（３）その他（4,269,958千円）

継続（一部新規）
新規・

継続の別防災・減災対策事業費【再掲】

その他

   令和６年能登半島地震をはじめ、近年、頻発化・激甚化する自然災害における教訓
 を踏まえ、今後、高い確率で発生が予想される南海トラフ地震等の大規模災害に備え
 た防災・減災対策を講じる。

＜河　川＞鴨川(京都市)、防賀川(京田辺市)、煤谷川(精華町)、
　　　　　桂川(亀岡市・南丹市)、高野川(舞鶴市)、弘法川(福知山市)、
　　　　　小西川(京丹後市)　等【⑧】

　・危機管理センターを活用した訓練・防災教育の実施【②】
　・衛星通信系防災情報システムの更新や総合防災情報システムの改修【②】
　・避難生活の長期化に備えた避難所の環境整備【②】
　・ヘリポート整備など孤立対策の強化【②】
　・地域防災力を強化するための防災士の養成【①】
　・災害時要配慮者避難支援体制の整備等【④】
　・広域避難体制の構築に向け、市町村と連携し計画の策定【②】　ほか

避難路整備や資機材整備などの原子力災害発生時における避難体制の
強化【③】　ほか

　　土木施設等の災害復旧や備蓄物資の充実、災害ボランティアセンターの運営 等

建設交通－ ８

下 水 道 政 策 課

075-414-4473
075-414-4603
075-414-5053
075-414-5006

075-414-5207

075-414-5028
075-414-5285
075-414-5319

農 村 振 興 課
林 業 振 興 課
森 の 保 全 推 進 課

事業内容

目　的
対　象
方法等

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

一般財源

12,110,413 21,095,000 2,458,678 1,325,631

起　債

事 業 名

予 算 額
国　庫

36,989,722千円

共 通

１

（うち２月補正 10,661,034千円）



趣　　旨

２ 事業概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業内容

目　的
対　象
方法等

・事業箇所：向日市森本町及び寺戸町地内
・区域面積：約0.8ha
・施 工 者：市街地再開発組合
・主な施設：再開発ビル、東口駅前広場
・総事業費：約206億円（補助対象事業費58億円）（予定）
・事業期間：令和２年度～令和11年度（予定）
・府補助対象：再開発ビルに係る調査設計計画、土地整備、
　　　　　　　共同施設整備等
・令和７年度事業内容：建築工事
・負担割合

　市街地再開発事業に係る国庫補助対象経費の６分の１

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名
ＪＲ向日町駅周辺地区市街地再開発事
業費補助金【再掲】

新規・
継続の別

継　続

　ＪＲ向日町駅周辺地区に商業・業務・サービス・居住等の多様な機
能を集積し、市の中心拠点としての魅力を高めるため、市街地再開発
事業による再開発ビルや駅前広場等の整備を支援

１

予 算 額
国　庫

232,000千円
一般財源

116,000 104,000 - 12,000

起　債 その他

課・担当

電話番号
都 市 計 画 課 地 域 整 備 係 075-414-5333

建設交通－ ９

担 当 課
・

担 当 名

← 補助基本額 →
国　1／3 施行者　1／3 市町村1／6 府1／6
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２ 事業概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建設交通－ １０

都 市 計 画 課 公　　園　　係 075-414-5272
課・担当

電話番号

１

事業内容

目　的
対　象
方法等

担 当 課
・

担 当 名

　令和８年度に京都丹波地域で開催する「全国都市緑化フェア」の中
心的行事である「全国都市緑化祭」の実施に向け、府と関係市町等が
主催者となり、実行委員会を設立及び事業計画を策定

（１）全国都市緑化祭実行委員会立ち上げ等に係る経費　1,440千円

（２）全国都市緑化祭開催計画策定等に係る経費　　　　3,560千円

【催事内容】

予 算 額 5,000千円
国　庫 起　債 その他 一般財源

- - - 5,000

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名 全国都市緑化祭開催準備事業費 新規・
継続の別

新　規

開催時期 行事名 主催者 内容

令和８年９月中旬～
11月上旬

第43回
全国都市緑化フェア
in京都丹波

京都府
亀岡市・南丹市・京丹波町
（公財）都市緑化機構

・地域の魅力発信イベント
・造園技術が学べる屋内展示
・地域特産品の物産展　等

上記期間内で実施 全国都市緑化祭

京都府
亀岡市・南丹市・京丹波町
国土交通省
（公財）都市緑化機構

・記念式典
・記念植樹　等



趣　　旨

２ 事業概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 ウ　上下水道事業が一体となった会議や研修会を開催

　　　市町村が作成する計画に基づき、上下水道事業の経営基盤強化の
　　取組等を支援

　 ア　上下水道リスクマネジメント事業【新規】

　　・災害時の代替性・多重性の確保に関する調査検討
　　・災害時における受援体制の構築に関する調査検討

　 イ　上下水道広域化・共同化支援事業

　　・広域化に向けた検討・調査
　　・地域の実情に応じた共同化に関するシミュレーションの実施
　　・汚泥処理の効率化、集約、利活用の推進に関する調査検討

（２）市町村上下水道経営基盤強化支援事業　 　　　  　 36,500千円
事業内容

目　的
対　象
方法等

その他

１

　　将来にわたる安心・安全な上下水道サービスの供給体制を築くた
　め、市町村上下水道事業の経営基盤強化に資する取組を支援

（１）市町村上下水道経営基盤強化交付金　　　　 　   　18,000千円

予 算 額
国　庫

54,500千円
一般財源

8,500 - - 46,000

起　債

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名 市町村上下水道経営基盤強化事業費 新規・
継続の別

継続（一部新規）

　　・市町村間の協議の場の設定や議論のベースとなる情報の提供
　　・市町村共通の課題に対応する人材育成研修や技術継承の取組  等

建設交通－ １１

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

075-414-4373水 道 行 政 係

下 水 道 行 政 係

水 道 政 策 課

下 水 道 政 策 課 075-414-5210



趣　　旨

２ 事業概要

　 　
　 　
　 　
　 　
　 　
　　 　　　　　　　　　　　　　
　　 　　　　　　　　　　

所有者府国

4/155/15
1/62/6
－1/2

6/15
3/6
1/2

改　修　等
設　　　計
診　　　断

予 算 額
国　庫

13,650
308,000千円

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名 住宅・建築物耐震化総合支援事業費 新規・
継続の別

継　続

- 294,350

起　債 その他

課・担当

電話番号
075-414-5349

(１)住宅耐震化総合支援事業費　　　　　　　　　　　　270,000千円

一般財源

-

建設交通－ １２

担 当 課
・

担 当 名
建築防災・安全係建 築 指 導 課

１

・耐震診断事業

　令和６年能登半島地震を踏まえ、時限的措置として、補助基本額、補助率の
引き上げ【拡充期間：令和６年度～令和７年度】

　建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく「京都府建築物耐震改修促進計
画」により、府内の住宅・建築物の耐震化を促進するため、支援事業を実施する
市町村等を支援

事業内容

目　的
対　象
方法等

　府の防災拠点施設を結ぶ緊急輸送道路沿道建築物の耐震化に要する経費を
支援

・耐震改修事業等

※下段：市町村補助制度がない場合

(３)緊急輸送道路沿道建築物耐震化支援事業費　　　　　25,000千円

(２)大規模建築物耐震化支援事業費　　　　　　　　　　13,000千円
　耐震診断が義務付けられた大規模建築物の耐震化に要する経費を支援

国 府 所有者
診　　　断 1/2 1/2 －

設　　　計 3/6 2/6 1/6

改　修　等 6/15 5/15 4/15

補　助　額 耐震診断に要する経費5.5万円／戸のうち、
5.2万円／戸（別途所有者負担額　0.3万円）
（国2.6万円　府1.3万円　市町村1.3万円）

国 府 市町村 所有者
設  　  計 1/2 1/6 1/6 1/6

改 修 等 ※     33.3% 8.625% 5.75%    52.325%

（耐震改修・建替え・除却）     22.42% 5.75% －    71.83%

耐 震 改 修 簡 易 耐 震 改 修 耐 震 シ ェ ル タ ー 設 置
補　助　率 88.3%（所有者負担11.7%） 80% （所有者負担20%） 75%（所有者負担25%）

132.5万円／戸 40万円／戸 30万円／戸

（多雪区域160万円／戸)

行政負担上限額

(万円)
国57.5･府50･市町村25  国20･府10･市町村10 国15･府7.5･市町村7.5

補助額の上限
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２ 事業概要

＜改修団地＞

　 　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業内容

一般財源

10,800 13,000 - 200

起　債

　京都府子育て環境日本一推進戦略に基づき、子育てに喜びや楽し
みを感じられる住まいを整備

１

国　庫

＜主な改修内容＞
〇間取りを変更し（ＤＫ→ＬＤＫ等）、対面型のキッチンに変更
〇遮音・断熱性能の高い床・壁に変更
〇ユニットバスや広い洗面台を設置　等

その他
予 算 額 24,000千円

　低廉な家賃で提供できる府営住宅において、子どもを産み・育て
やすい居住空間を備える住戸リノベーションを実施

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

建 設 交 通 部

事 業 名
子育て世帯向け府営住宅リノベーショ
ン事業費【再掲】

新規・
継続の別

継　続

住　　宅　　課 整　　備　　係

建設交通－ １３

075-414-5363

目　的
対　象
方法等

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

戸数

２戸   水主
みず　し

（城陽市）

団地
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２ 事業概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業内容

目　的
対　象
方法等

課・担当

電話番号

075-414-4844
0773-75-0192

担 当 課
・

担 当 名

　　日韓露国際フェリーの利用を増やすための取組を推進

（３）国際クルーズ誘致事業【①、②】                 　 14,592千円

　・日本海側諸港と連携した共同プロモーション活動の実施
　・地元が一体となった乗船客への「おもてなし」の提供

予 算 額
国　庫 起　債 一般財源

1,093,835千円
その他

3,950 1,000,000 19,804 70,081

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

商 工 労 働 観 光 部
建 設 交 通 部

事 業 名 京都舞鶴港日本海側拠点機能推進費 新規・
継続の別

継　続

１

建設交通－ １４

① 経 済 交 流 課
② 港 湾 企 画 課

港 湾 経 済 係
調 整 係

　  既存航路の拡充や新規航路開拓のため、コンテナ貨物の20,000TEUの
  確保を目指して、大口貨物の獲得等に向けた取組を推進

　・舞鶴からの乗船客を増やすためのプロモーションを実施
　・クルーズ船誘致のために海外見本市等においてポートセールスを実施

　  京都府舞鶴港において、国際コンテナ航路拡充やそれに伴う舞鶴国
　際ふ頭の拡張、国際フェリー航路利用促進、外航クルーズ船誘致等、
　ソフト・ハード一体となった事業を推進

　　貿易関係団体の育成、対岸諸国等との連携によるポートセールスや港
　湾関連用地への物流関連企業等の誘致を図り京都舞鶴港を振興

（６）京都舞鶴港物流基盤重点整備事業【再掲】【②】　 1,000,000千円

　・舞鶴国際ふ頭におけるⅡ期整備を推進
　・第２ふ頭における多目的クレーンを更新

（５）貿易振興対策事業【①】　　　　　 　　   　　　　　33,883千円

（４）京都舞鶴港クルーズ誘致強化事業【①】　 　　   　 　1,360千円

（２）日韓露国際フェリー航路利用拡大事業【①】　　     　  500千円

（１）コンテナ20,000TEU実現事業【①】　　　　　     　　43,500千円

(うち港湾事業特別会計 1,000,000千円)



.
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２ 事業概要

○ ＤＭＯによる「海の京都」の持続的展開　　 　　　  87,289千円

○ ブランド観光地域の形成に向けた受入基盤の強化  1,491,637千円

○ 「海の京都」ブランドのＰＲ　　　　　　　　　　　 45,401千円

① 075-414-4458
② 075-414-4528
③ 075-414-4382
④ 075-414-4378
⑤ 075-414-5166
⑥ 075-414-4844
⑦ 075-414-4854
⑧ 075-414-4877
⑨ 075-414-4878
⑩ 075-414-4906
⑪ 〃
⑫ 075-414-4908
⑬ 075-414-4992
⑭ 0773-75-0192

　　　　　〃　　　
　　　　　〃　　　
観 光 室
経 済 交 流 課
文 化 政 策 室

経営支援・担い手育成課

港 湾 企 画 課
水 産 課

　　　　　〃　　　
農 村 振 興 課

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

共 通

事 業 名 「海の京都」事業費【再掲】 新規・
継続の別

継　続

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

１

（うち２月補正　12,000千円）

（ 北 部 係 ）

目　的
対　象
方法等

　日本の顔となる「ブランド観光地域」の形成に向け、新たなス
テージへステップアップを図り、「海の京都」を持続的に展開して
いくため、観光地経営の主体となるＤＭＯ等とともに、地域の総力
を結集して観光地域づくりを推進する。

・観光地域づくりの総合プロデューサーとして、戦略的な地域ブラ
　ンド化、高付加価値な商品づくり等による観光交流・観光消費額
 の拡大を図り、地域の稼ぐ力を創出

・「まちづくり支援法人」に位置づけたＤＭＯを中心に、観光を入
　り口とした交流・中長期滞在、さらには移住・定住に向けた関係
　人口の創出や地域を担う人材育成に取り組むことにより、市町村
　が進める地域づくりを支援　等

地 域 政 策 室

自 然 環 境 保 全 課
地 域 政 策 室
地 域 政 策 室

・京都舞鶴港において、国際コンテナ航路拡充や、それに伴う舞鶴
　国際ふ頭の拡張、国際フェリー航路利用促進、外航クルーズ船誘
　致等、ソフト・ハード一体となった事業を推進
・移住施策と連携した地域活性化の推進　等

一般財源

171,150 1,091,000 52,804

事業内容

309,373

起　債 その他
予 算 額

国　庫
1,624,327千円

建設交通－ １５

漁 政 企 画 係

・丹後とり貝や岩がき等の「海の京都」の魅力を代表する水産物等
　の生産拡大、地域ブランド創出の推進　等

広域観光推進係
地域観光振興係
観 光 企 画 係
港 湾 経 済 係
政 策 推 進 係
自 然 環 境 係
（ 南 部 係 ）

調 整 係

地域営農推進係
地域連携支援係
移住・定住促進係

（ 中 部 係 ）

（うち２月補正 12,000千円）



事業名 概　　　　　　　　要 予算額
うち

２月補正
部局名

「海の京都」ＤＭＯ推進事業費
空き家や移住・定住などの地域課題への対応など、Ｄ
ＭＯが地域づくりを支える「まちづくり支援法人」と
して活動

76,700
総合政策
環境部

①

「もうひとつの京都」観光周遊
カーシェアリング推進事業費
【ＤＭＯ共通】

京都府、海の京都ＤＭＯ、森の京都ＤＭＯ、お茶の京
都ＤＭＯ、タイムズモビリティ(株)及びＪＲ西日本が
連携し、観光周遊カーシェアリング事業を実施

1,589
総合政策
環境部

①
②
③

「もうひとつの京都」情報発信
事業費【ＤＭＯ共通】

東京における観光情報発信拠点等を活用し、「もうひ
とつの京都」の魅力を発信

9,000
商工労働
観光部

⑧

「もうひとつの京都」多言語情
報発信強化事業費【ＤＭＯ共
通】

「もうひとつの京都」多言語Ｗｅｂサイトにおいて、
外国人目線で府域の魅力や情報の発信を強化

9,781
総合政策
環境部

①
②
③

「もうひとつの京都」ダイレク
トマーケティング事業費【ＤＭ
Ｏ共通】

観光キャンペーンやwebアンケート等を通じて得た
データを活用した、効果的なダイレクトマーケティン
グを展開

2,400
総合政策
環境部

①
②
③

「移住するなら京都」推進事業
費【ＤＭＯ共通】

移住促進条例に基づき、多様なニーズを有する移住検
討者に対して、移住・定住に至るまでの各段階に応じ
た支援策を提供し、移住施策と連携した地域活性化を
推進

204,100
総合政策
環境部

農林水産部

①
⑩

山陰海岸世界ジオパーク誘客促
進事業費

兵庫県や鳥取県等と連携し、山陰海岸世界ジオパーク
の貴重な地質資源や景観の保全と、観光・ジオツーリ
ズム等の地域振興の取組を展開

4,403
総合政策
環境部

④

新・世界遺産事業費
「天橋立」の世界遺産登録に向け、地元とも協働し、
気運を高めるためのシンポジウム等を開催

1,530  文化生活部 ⑤

京都舞鶴港日本海側拠点機能推
進費

京都舞鶴港において、国際コンテナ航路拡充、国際
フェリー航路利用促進、外航クルーズ船誘致等、ソフ
ト・ハード一体となった事業を推進

1,093,835
商工労働
観光部

建設交通部

⑥
⑭

府域連携周遊事業費【ＤＭＯ共
通】

府内のイベント等と連携・連動した行灯の貸出や情報
発信等を実施することにより、府域への周遊観光を促
す取組を推進

10,840
商工労働
観光部

⑧

インバウンド対策事業費【ＤＭ
Ｏ共通】

インバウンドの効果を府域全体に行き渡らせるため、
情報発信をはじめとするプロモーションを実施

29,548
商工労働
観光部

⑨

ミニＭＩＣＥ等誘致促進事業費
【ＤＭＯ共通】

学会等大規模なものだけでなく、会議や招聘旅行等の
多様なＭＩＣＥ（ミニＭＩＣＥ）を京都府域へ誘致

5,000
商工労働
観光部

⑨

京のむらづくり推進事業費
【ＤＭＯ共通】

農地や集落内の施設維持、高齢者の生活支援等、地域
での生活に欠かせない共同活動を将来人口規模に見合
う形に再構築するとともに、農山漁村発イノベーショ
ンを促すことにより、人口減少に対応できる地域運営
体制づくりを推進する。

128,200 12,000 農林水産部 ⑪

丹後の文化観光推進事業
丹後の文化資源を生かした観光誘客や周遊観光をより
一層推進するため、市町や事業者等と連携した文化観
光商品の新規開発等を実施する。

2,000
丹後

広域振興局
①

87,289 0

「海 の 京 都」 事 業 一 覧
担
当
課

（単位：千円）

　１　ＤＭＯによる「海の京都」の持続的展開

　２　ブランド観光地域の形成に向けた受入基盤の強化

1,491,637 12,000

建設交通－１５－２



事業名 概　　　　　　　　要 予算額
うち

２月補正
部局名

「海 の 京 都」 事 業 一 覧
担
当
課

（単位：千円）

メディア連携プロモーション
【ＤＭＯ共通】

情報発信力の強いメディアを活用し、府域情報の掲載
依頼や編集タイアップを行うことにより、京都の旬の
魅力を全国に発信

9,939
商工労働
観光部

⑦

「丹後王国」食と文化・観光の
拠点づくり事業費

農林漁業者と連携して食関連ビジネスの推進を行う
「丹後・食の王国推進強化員」を設置するとともに、
農林漁業者と商工業者の商談会等を実施

9,622 農林水産部 ⑫

京都産水産物生産・流通拡大事
業費

京都府水産物の生産拡大及び品質向上、高付加価値加
工商材の開発を支援するとともに、京都府産水産物利
用促進のためのＰＲを実施

7,100 農林水産部 ⑬

絆と交流の地域づくり事業費
【ＤＭＯ共通】

新日本海フェリー船内での体験会の実施や管内外への
総合的な情報発信により、中丹地域の自然や地域文
化、特産品等の魅力や周遊観光についてＰＲを実施。

11,940
中丹

広域振興局
①

丹後の「食」魅力発信事業

豊かな「食」をはじめとする「丹後」の認知度やブラ
ンド力の強化に向け、百貨店や水産事業者等と連携
し、京都市内や大阪市内等大都市圏からの観光誘客に
向けた活動を展開する。

6,800
丹後

広域振興局
①

45,401 0

　３　「海の京都」ブランドのＰＲ

総　　　　　　計 1,624,327 12,000

建設交通－１５－２


